
 19 

 

厚生労働科学研究費補助金（エイズ対策政策研究事業） 

健診施設を活用したＨＩＶ検査体制を構築し検査機会の拡大と知識の普及に挑む研究 

分担研究報告書 

 

2.職場における定期健康診断の機会を利用した HIV・梅毒検査の有効性に関する研究 
 

研究分担者 駒野 淳 大阪薬科大学 感染制御学研究室 教授 

研究協力者 崎原永辰 那覇市医師会生活習慣病検診センター センター長 

研究協力者 真栄田哲 那覇市医師会生活習慣病検診センター 検診部次長 

研究協力者 伊禮之直 那覇市医師会生活習慣病検診センター 検診部 

研究協力者 仲宗根正 那覇市保健所 所長 

研究協力者 久高 潤 沖縄県保健医療部地域保健課結核感染症班 班長 
研究分担者 森 治代 地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所 総括研究員 

研究分担者 本村和嗣 地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所 ウイルス課長 

研究代表者 川畑拓也 地方独立行政法人 大阪健康安全基盤研究所 主幹研究員 

 

研究要旨 
 HIV 感染症を封じ込めるためには自覚していない感染者に検査を供与する必要が

ある。これまで保健所を中心とした無料HIV検査や、自治体などが主宰する無料検

査キャンペーンなどが実施されてきたが、発症を契機にHIV感染が判明する症例は

毎年 30%程度あり、その割合が低下しないことが問題視されてきた。職場における

定期健康診断は就労世代が必ず毎年提供されるものであり、これまでは有料オプ

ション検査として性感染症の検査が提供されてきた。しかし有料であること、プ

ライバシーの観点から、十分に利用されてこなかった。本研究では健診機会を利

用して HIV・梅毒検査を実施すれば、医療機関や保健所をあえて受診しない感染を

自覚していない者を見つけ出すことができるかもしれないと考え、試験的に無料

で HIV・梅毒検査を実施した。結果を解析すると、HIV 陽性者が見出されたことか

ら、新たな検査機会として潜在性があると思われる。 
 

 

Ａ.研究目的 

 HIV 感染症は症状が出て初めて感染が判明

する。日本では、発症してから感染が気付かれ

る症例が年間の新規報告数の約 30%を占める。

関係各位の努力にも関わらずこの割合が低下

する兆しが見られない。これは、現在 HIV 検査

の軸である保健所・特設検査場における HIV

検査の限界を示しており、 新しい検査機会の

創出と普及が必要かもしれないことを示唆す

る。また、WHO の推奨するケアカスケードを我

が国にて実現するうえで必要となる既感染者

の診断率上昇を達成するためには、「自身の

HIV 感染リスクを低く見積もりがちで、保健所

HIV 検査の利用に消極的な人」でも受検できる

様な、今よりもはるかにアクセスしやすい HIV

検査環境を構築しなければならない。職場にお

ける定期健康診断の機会を利用した HIV・梅毒

検査はこれを達成するためのツールとして検

討に値すると考えられる。健診施設を活用する

ことで、受検者のプライバシーを守りながら、

仮に陽性と診断されても確実に診断・治療に結

びつけることができる実効性のある検査手法

の構築が可能かもしれない。本研究では試験的

に試みたパイロット研究の結果をもとに職場

における定期健康診断の機会を利用した

HIV・梅毒検査の有効性を評価する。 

 

Ｂ.研究方法 

 沖縄県那覇市の協力健康診断施設にて令和

元年 8 月〜12 月に定期健康診断の機会を利用

した HIV・梅毒検査を無料で実施した。期間

中に検査を受検した方を対象に、アンケート調

査を行った。協力機関及びアンケートの詳細

は川畑研究代表者の昨年度の報告書を参照の

こと。 

（倫理面への配慮） 

本研究は地方独立行政法人 大阪健康安全基盤

研究所 倫理審査委員会の承認を得て実施した

（申請番号：1802-07-3、0810-04-5）。 
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Ｃ.研究結果 

 令和元年 8 月〜12 月における 5 ヶ月間で総

健診受診者数は 10380 名であった。そのうち、

無料 HIV・性感染症検査の案内を送付された人

は 7036 名(67.8%)であった。検査案内を送付さ

れた人の中で、無料 HIV 検査を利用したのは

1103 名(15.7%)で、検査の結果 HIV が陽性と判

定されたのは 1名、梅毒抗体が陽性と判定され

たのは 9名であった。総健診受診者数における

HIV 陽性率は 0.01%、梅毒抗体陽性率は 0.09%

であった。 無料HIV検査の利用者に占めるHIV

陽性率は 0.09%、梅毒抗体陽性率は 0.82%であ

った。 

 

Ｄ.考察 

今回の無料 HIV・性感染症検査の結果を以前

の検診に関する調査と、同時期の沖縄県におけ

る疫学情報・検査情報を相互に参照して以下考

察する。 

 

・新規 HIV 感染者の陽性率について 

沖縄県における令和元年 8 月〜12 月の新規

HIV 感染者及びエイズ患者の総報告数は 10 名

であった。沖縄県と那覇市の保健所における

HIV検査受検者数は851名であった。このうち、

保健所の確認検査で HIV 陽性になったのは 2

名(0.24%)であった。従って、8 名が拠点病院

やその他の医療機関で HIV 陽性が判明した事

になる。我々の提供した健診センターの HIV

検査で感染が判明した人は、この 8名に含まれ

ることになる。 

つまり、沖縄県において、HIV 感染者を見出

す従来の保健システムに対して、我々が供与し

た定期健康診断の機会を利用した HIV・梅毒検

査戦略は 11.1%増のインパクトを与えたこと

になる。HIV 感染者を捉えるための既存のシス

テムではカバーできなかった集団にリーチで

きる可能性を示唆するものと思われる。 

 

・梅毒抗体陽性率について 

HIV 陽性率の対照として梅毒抗体陽性率を

考える。 沖縄県における令和元年 8月〜12 月

の梅毒患者報告数は、男性 20 名、女性 2 名の

計 22 名であった(NESID)。無症状の場合 STS

抗体価 16 倍以上相当でないと届出されないの

で、健診時の梅毒検査で抗体陽性だった 9名全

てが報告のあった 22 名に含まれているか分か

らない。また、抗体陽性をきっかけに医療につ

ながったかどうか分からない。解析を深めるた

めには健診センターで紹介する性病クリニッ

ク等から届出が行なわれたかなどの情報を共

有してもらえるようネットワークを強化する

必要があるかもしれない。  

抗体陽性は必ずしも梅毒患者を意味するも

のではないが、日本人における一般成人の梅毒

血清反応陽性者は 0.57〜1.33%と報告されて

いる (Journal of the Japan Society of Blood 

Transfusion 28(4):339-344, 1982)。今回の無

料 HIV・性感染症検査では梅毒血清反応陽性者

が 0.82%と、上記の数値とよく一致する。これ

を勘案すると、我々の提供した健診センターの

梅毒抗体検査で抗体陽性が判明した割合がそ

れほど高いとは言えない。つまり、検診受検者

の中で必ずしも性感染症に対してハイリスク

の集団が検査を希望したとは言えないと思わ

れる。これと符合するように、今回 HIV 陽性が

判明した事例は梅毒抗体が陰性であった。この

点については更なる検討が必要と思われる。 

 

・受検者について 

職場での健康診断に提供されている「有料オ

プション検査としての HIV 検査」が利用された

割合は、検査を提供する施設の年間利用者 291

万 2933 名に対し 4536 名の約 0.16%である。今

回の無料 HIV・性感染症検査では HIV 検査を利

用したのは健診受診者の中で 15.7%であった。

十分な告知期間がなかったにもかかわらず

我々の提供した無料健診 HIV・梅毒検査での

HIV検査の参加率は980倍と極めて高い受検率

だったと評価できる。仮に十分な告知期間があ

れば、参加率はより高くなったと期待される。

仮に参加率が 30%程度まで上昇した場合、単純

計算では HIV 感染者が約 2名検出され、従来の

保健システムが見出す HIV 陽性者数に対して

約 20%増のインパクトを与えると試算される。 

 

・評価にかかる問題点について 

今回の調査は沖縄県那覇市で 1 つの健診セ

ンターだけで実施された。検診の参加者数は必

ずしも多くはなく、陽性者が１名であったこと

から、同様の検査キャンペーンを大規模に行う

場合の効果を正確に推定するのは困難である。

陽性者の個人的背景(受検動機、年齢、性別、

職種、梅毒 抗体、リスク因子など)を十分に勘

案することで、無料 HIV 検査がより効果的に実

施できるかを考察する必要がある。特に、保健

所における無料 HIV 検査を代替できる可能性

については注意深い議論が必要であろう。 

受診行動に与える受検料と匿名性について

も解析の余地がある。匿名性が担保できれば、

無料でなくても受診行動を十分に動機づける

ことが出来るかもしれない。受検者からのフィ
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ードバックによると、検査料が大きな動機付け

になっていると推測される。すると、このよう

な事業を持続可能な施策にするためには多額

の補助金を要することになり、保健所における

事業などと比較して費用対効果を慎重に判断

する必要がある。どの程度の検査価格であれば

「動機付け」を消失させないか、受検料に関す

る評価は今後の極めて重要な課題の 1 つと考

える。 

今後の課題としては、試験的な取組をより多

くの自治体で長い期間実施することで、参加者

数を増やし、より信頼性のある統計学的な推定

ができるようする必要がある。 
 

Ｅ.結論 

 無料で実施された職場における定期健康診

断の機会を利用した HIV・梅毒検査は当初の目

的通り「真に無自覚だった HIV 感染者」を見出

すことができる新しいシステムとして価値が

あるかもしれない。健康診断を受診する集団は

保健所や医療機関に自ら検査しに行く動機は

低いと思われるので、この意味でも早期に無自

覚な HIV 感染者を見出すことが出来る検査シ

ステムとして意義があると思われる。早く感染

者を見出すことにより、感染者の QOL はより良

くなるだけでなく、HIV の流行を未然に防ぐこ

とが出来ることから、新たな検査戦略は大きな

潜在性があると思われる。 
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